別紙１（様式第１号関係）
水産業従業員宿舎整備事業費補助金 補助事業計画書（補助事業実績報告書）
１　事業者の概要　

	①事業者名
	

	②代表者役職・氏名
	役職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：　

	③（本社）所在地

・電話番号
	（〒　　　　　－　　　　　　）

（電話：　　　　－　　　　　　－　　　　　　　）

	④業　種

※「日本標準産業分類表」

から選択
	大分類
	中分類
	小分類

	
	
	番号（２ｹﾀ）

［　　　　　］　
	番号（３ｹﾀ）

［　　　　　］

	⑤事業内容
	
	（売上割合）
　　　　％

	
	
	

	
	（兼業の場合、その事業内容）


	％

	⑥補助事業担当者
	役職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

	
	電話番号：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　Ｅメール：

	
	書類等送付先所在地・名称：


２　既存宿舎の整備状況

	
	既存宿舎の整備状況

	
	①既存宿舎の所在地
	②構造
	③延べ床面積（㎡）
	④水産業従業員宿舎
整備事業活用の有無

	１　　
	
	(   )階建
□ＲＣ造

□鉄骨造

□木造
□その他（　　　　　　　　　　）

入居定員(　　　　　　　　　　人)

入居者数(　　　　　　　　　　人)
※R7.4.１時点
	㎡
	□ 有

□ 無
※有の場合
　〇〇年度水産業従業
員宿舎整備事業

	
	
	
	
	

	２　
	
	(   )階建
□ＲＣ造

□鉄骨造

□木造
□その他（　　　　　　　　　　）

入居定員(　　　　　　　　　　人)

入居者数(　　　　　　　　　　人)
※R7.4.1日時点
	㎡
	□ 有

□ 無
※有の場合
　〇〇年度水産業従業
員宿舎整備事業

	
	
	
	
	

	　　※適宜、記載欄を追加して記載。



３　宿舎の整備内容
	区分
	宿舎の整備内容

	
	①整備する宿舎

 の 所 在 地
	②構造
	③延べ床

面積（㎡）
	④整備内容
	⑤居住者数見込み
	⑥部屋数・面積
	⑦補助対象
　経費（円）
	⑧補助金申
請額（円）
	⑨自己資金（円）
（⑦ - ⑧）

	新築等の整備・改修等の整備（いずれかを選択）　　
	
	(   )階建

□ＲＣ造

□鉄骨造

□木造
□その他（　　）

入居定員(　　人)
	㎡
	新築等の整備の場合
	人
（内訳）　　　
新規雇用者：　　　人
既存従業員：　　　人
（雇用期間）
周　　年：　　　　 人
期間限定：　　　　 人

	〇人部屋〇室
（内訳）居室面積

1 　　　　㎡
2 　　　　㎡
3 　　　　㎡
4 　　　　㎡
5 　　　　㎡


	円
	円
※千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てること
	円
（調達先：　）

	
	
	
	
	□ 新築

□ 改造

□ 増築
※居住可能人数の増加が伴う増築

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	改修等の整備の場合
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	□ 改修

□ 増築
※居住可能人数が変わらない増築

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	○工事期間
着手予定

(R  　.　 .　　)　

完了予定

(R 　 .　 .　　)　
	
	
	
	
	


（新規雇用者の居住を見込む場合）
新規雇用者を確保（人材確保）するための取組について
	新規雇用者の採用目的
（例：○○人材不足解決のため、○○部門における事業拡大のため 等）
	採用方法
（例：求人媒体、知人紹介、SNS、就活イベント等）
※外国人材の場合は、受入管理団体も記載すること
	採用（入居予定時期）
（例：〇月採用予定、〇月入居予定）

	
	
	


（既存従業員の居住を見込む場合）
既存従業員を定着（人材定着）させるための取組について
	居住環境等の工夫について
（例： プライバシーと快適性（個室の確保、遮音性、衛生設備の完備 等）、生活利便性と周辺環境について（デジタル環境の整備、移動手段の確保、等）、
福利厚生とコミュニティの在り方について（水道光熱費等の負担、交流スペース確保 等））

	


４　事業の効果

	①水揚金額又は製造品出荷額の推移

	＜震災前の実績＞
（平成２２年４月（１カ月分））
　円


	＜申請前の実績＞
（「決算期における直近3ヵ年平均÷12カ月」により算出）
  円

	＜本事業完了後の売上見込み＞
（「事業完了翌年度における決算額÷12カ月」により算出）
 円



	②現在の漁獲又は生産状況
	

	③本事業による従業員確保が
漁獲又は生産能力の回復に
どのように役立つか
	

	④従業員確保により水揚金額又は
生産量が増加する主な品目
	

	⑤水揚金額及び製造品出荷額の増加による地域への波及効果
	「漁業」への
波及効果
	

	
	「水産加工業」への波及効果
	

	
	「その他（観光・環境・地域活性）」への波及効果
	


５　宿舎整備を必要とする理由・従業員雇用状況

	①従業員宿舎整備の必要性
	※「改修等の整備」の場合、法務省「１号特定技能外国人支援に関する運用要領」に規定される居住基準に合致させるための整備や、人口流出を防ぐ目的の居住環境の
整備に該当することが分かるよう、具体的な整備内容も踏まえて記載すること。


	②直近３ヵ年における従業員数の推移
	③直近３ヵ年における採用数の推移
	④直近３ヵ年における離職数の推移

	＜震災前の実績（平成２２年４月末時点）＞
人

（うち外国人技能実習生：　　人）
	＜令和５年４月～令和６年３月＞
人
（（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　   　　　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了に伴う採用数： 　　人（うち技能実習生　　　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了に伴う採用数　　　人）
	＜令和５年４月～令和６年３月＞
人
（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人（うち定年退職者数　　　 人）

イ 外国人材：　 　　　  人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了： 　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了　人）

	＜令和６年４月１日時点＞
人
（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　　　　　 人（うち技能実習生　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人
	
	

	＜令和７年４月１日時点＞
人
（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　         人（うち技能実習生　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人
	＜令和６年４月～令和７年３月＞
人
（（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　   　　　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了に伴う採用数： 　　人（うち技能実習生　　　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了に伴う採用数　　　人）
	＜令和６年４月～令和７年３月＞
人

（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人（うち定年退職者数　　　 人）

イ 外国人材：　  　　　 人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了： 　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了　人）

	＜令和８年４月１日時点＞
人
（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　         人（うち技能実習生　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人
	＜令和７年４月～令和８年３月＞
人
（（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人

イ 外国人材：　   　　　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了に伴う採用数： 　　人（うち技能実習生　　　人、特定技能　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了に伴う採用数　　　人）
	＜令和７年４月～令和８年３月＞
人

（内訳）

ア 正社員：　　　　　   人（うち定年退職者数　　　 人）

イ 外国人材：　   　　　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）
うち雇用期間満了： 　人（うち技能実習生　　人、特定技能　　人）

ウ ほか期限付き社員： 　人（うち雇用期間満了　人）


	⑤従業員の居住状況
	自　　　宅　　：約（　　）割、
借家・アパート：約（　　）割
従業員宿舎　　：約（　　）割


	⑥課　題
	□新規就業者の確保が困難
□従業員離職数の増加
□外国人材の受入れ体制不足
□既存宿舎の老朽化
□その他（　　　　　　　　　　　　　）
※該当するものをチェック願います。


